
 

 

 
 

【単位：千円】 

科 目 科 目

【 流 動 資 産 】 【 434,094 】【 流 動 負 債 】 【 151,276 】

現 金 390 買 掛 金 13,637

当 座 預 金 508 未 払 金 19,075

普 通 預 金 160,824 未 払 法 人 税 等 360

未 収 入 金 240,051 未 払 費 用 6,690

商 品 ・ 製 品 4,466 預 り 金 3,493

原 材 料 賞 与 引 当 金 86,916

貯 蔵 品 4,948 そ の 他 流 動 負 債

前 払 費 用 16,944 未 払 消 費 税 等 16,999

そ の 他 流 動 資 産 771 前 受 収 益 4,104

未 収 法 人 税 等 5,188 【 固 定 負 債 】 【 282,736 】

【 固 定 資 産 】 【 213,607 】 退 職 給 付 引 当 金 274,602

［有形固定資産］ ［ 1,131 ] 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 8,133

建 物 附 属 設 備 13 負 債 の 部 計 434,012

車 両 ・ 運 搬 機 1,082

工 具 器 具 備 品 35 【 株 主 資 本 】 【 183,124 】

[無形固定資産] ［ 418 ] [資　本　金] ［ 20,000 ]

電 話 加 入 権 418 [利益剰余金] ［ 163,124 ]

[投資その他の資産] ［ 212,057 ] 利 益 準 備 金 2,500

投 資 有 価 証 券 70,811 ( そ の 他 利 益 剰 余 金 ) （ 160,624 ）

入 会 金 ・ 保 証 金 300 　　別 途 積 立 金 178,000

長 期 貸 付 金 100,000 　　繰越利益剰余金 △17,375

敷 金 1,000 【 評価・換算差額等 】 【 30,565 】

長 期 繰 延 税 金 資 産 39,903 その他有価証券評価差額 30,565

リ サ イ ク ル 預 託 金 42 純 資 産 の 部 計 213,689

資 産 の 部 計 647,702 負債・純資産の部計 647,702

（注）記載金額は、千円単位未満を切り捨てて表示しております。

金 額 金 額

貸　　借　　対　　照　　表

（2026年3月31日現在）

負 債 の 部資 産 の 部

純 資 産 の 部



 

 

個別注記表 

   

２０２５年４月 １日から 

２０２６年３月３１日まで 

 

１．この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。 

 

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （１）資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券もの評価基準及び評価方法 

    ア．時価のあるもの ････ 移動平均法に基づく原価法 

    イ．時価のないもの ････ 移動平均法に基づく原価法 

   ②たな卸資産の評価基準及び評価方法 ････ 最終仕入原価法による原価法 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産 

    定率法(但し平成 10年 4月 1日以降に取得した建物(附属設備を除く)は定額法) 

   ②無形固定資産 

    定額法 

 （３）引当金の計上基準 

    貸倒引当金 グループ法人税法に該当するため未計上 

    賞与引当金                   ８６,９１６千円 

    退職給付引当金                ２７４,６０２千円 

    役員退職慰労引当金                ８,１３３千円 

     記載金額は、千円未満切捨で表示しております。 

 

３．収益の計上基準収益認識に関する注記 

  顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサー

ビスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込

む対価の額で収益を認識しております。 

   ステップ１：顧客との契約を識別する 

   ステップ２：契約における履行義務を識別する 

   ステップ３：取引価格を算定する 

   ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する 

   ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する 

収益を認識するにあたっては、主な事業としている受託業務、商品の販売について、

顧客との契約に基づき履行義務を識別しており、通常は下記の時点で履行義務を充足

すると判断し収益を認識しております。 

 

 

 



 

 

 （１）受託業務に係る収益 

    受託業務に係る収益は、履行義務が一時点で充足された場合にはサービス提

供完了時点において、一定期間にわたり充足される場合には受託業務の提供

機関にわたり、進捗度に応じて収益を認識しております。代金は、取引先と

の契約に基づき、概ね２カ月以内に回収しております。 

 （２）商品の販売に係る収益 

    商品の販売については、引渡時点に顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行

義務が充足されると判断し、当該時点において収益を認識しております。代金

は、取引先との契約に基づき、概ね２カ月以内に回収しております。 

 

４．貸借対照表に関する注記 

 （１）記載金額は、千円未満切捨で表示しております。 

 （２）有形固定資産の減価償却累計額            ２１,６３９千円 

 

５．損益計算書に関する注記 

（１）記載金額は、千円未満切捨で表示しております。 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   発行済株式 

    普通株式（発行済株式） 

     前期末株式数（発行済普通株式）          ２,０００株 

当期増加株式数（発行済普通株式）           , ０株 

当期減少株式数（発行済普通株式）           , ０株 

当期末株式数（発行済普通株式）          ２,０００株 

 

７．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産の発生の主な原因 

   賞与引当金                    ８６,９１６千円 

   退職給付引当金                 ２７４,６０２千円 

   役員退職慰労引当金                 ８,１３３千円 

 （２）繰延税金負債の発生の主な原因 

   なし 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

 （１）１株当たりの純資産額              １０６,８４４円８２銭 

 （２）１株当たりの当期純損失金額            ７０,４７０円１８銭 

 

９．重要な後発事象に関する注記 

 特記事項なし 


